
事 業 概 況 （平成 29年 4月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 4月末現在における保険給付支払総額は906億円で、前年同期に比べて

1.2％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が585億円で64.5％と最も大きく、次いで療養補償給付

が211億円で23.3％を占めている。以下、休業補償給付が8.6％、障害補償一時金が2.0％、介護補償給付が0.7％、遺族

補償一時金が0.6％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が2.7％増、療養補償給付が1.3％増と

なっているのに対し、遺族補償一時金が23.0％減、葬祭料が9.0％減、障害補償一時金が6.8％減、介護補償給付が3.4％

減、休業補償給付が2.5％減、年金等給付が1.5％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 91,717,826 100.0 1.6 △    90,601,450 100.0 1.2 △    

療 養 補 償 給 付 20,813,701 22.7 0.1 21,091,424 23.3 1.3

休 業 補 償 給 付 8,011,174 8.7 8.2 △    7,811,925 8.6 2.5 △    

障 害 補 償 一 時 金 1,979,885 2.2 11.4 △   1,845,881 2.0 6.8 △    

遺 族 補 償 一 時 金 689,659 0.8 5.6 531,163 0.6 23.0 △   

葬 祭 料 152,696 0.2 2.0 △    138,949 0.2 9.0 △    

介 護 補 償 給 付 642,717 0.7 2.3 △    621,045 0.7 3.4 △    

年 金 等 給 付 59,350,382 64.7 0.9 △    58,481,319 64.5 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 77,612 0.1 5.3 △    79,743 0.1 2.7

平成28年度　28年4月末 平成29年度　29年4月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が269億円で29.7％、「その他の事業」が241億円で26.6％、

「製造業」が233億円で25.7％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.5％、「林業」が1.8％、「船舶所

有者の事業」及び「漁業」がそれぞれ0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が4.5％増、「その他の事業」が1.6％増と

なっているのに対し、「漁業」が9.9％減、「林業」が4.2％減、「鉱業」が3.9％減、「製造業」が2.8％減、「建設事業」が

1.7％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が1.6％減、「運輸業」が1.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 91,717,826 100.0 1.6 △    90,601,450 100.0 1.2 △    

林 業 1,749,306 1.9 5.4 △    1,675,919 1.8 4.2 △    

漁 業 360,745 0.4 3.8 325,140 0.4 9.9 △    

鉱 業 4,209,762 4.6 7.7 △    4,046,249 4.5 3.9 △    

建 設 事 業 27,405,634 29.9 3.0 △    26,948,140 29.7 1.7 △    

製 造 業 23,969,336 26.1 1.5 △    23,301,909 25.7 2.8 △    

運 輸 業 9,744,150 10.6 0.6 △    9,636,451 10.6 1.1 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
232,436 0.3 3.0 228,646 0.3 1.6 △    

そ の 他 の 事 業 23,725,771 25.9 1.0 24,103,890 26.6 1.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 320,687 0.3 0.6 △    335,105 0.4 4.5

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成29年度　29年4月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年4月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が322億円で55.0％と最も大きく、次いで障害補償

年金が225億円で38.5％、傷病補償年金が38億円で6.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が193億円で33.0％、「製造業」が169億円で28.9％、「そ

の他の事業」が112億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

平成29年度　29年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 22,533,907 32,178,030 3,769,383 58,481,319 100.0

林 業 319,946 750,231 45,953 1,116,130 1.9

漁 業 59,528 191,589 6,950 258,066 0.4

鉱 業 306,351 2,316,705 623,588 3,246,644 5.6

建 設 事 業 6,303,530 11,578,561 1,405,222 19,287,314 33.0

製 造 業 8,504,620 7,674,248 718,431 16,897,298 28.9

運 輸 業 2,347,819 3,582,229 279,349 6,209,396 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
39,868 122,374 8,919 171,161 0.3

そ の 他 の 事 業 4,624,249 5,903,479 676,161 11,203,888 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 27,996 58,615 4,811 91,422 0.2

構 成 比 38.5% 55.0% 6.4% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 4月末現在における保険料徴収決定済額は381億円で、前年同期に比べ

て0.1％減となっている。保険料収納済額は25億円で、前年同期に比べて8.1％増となっている。また、収納率について

みると6.7％となっており、前年同期に比べて0.5ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が297億円で77.9％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が36億円で9.4％、「運輸業」が20億円で5.2％、「製造業」が20億円で5.1％を占めている。以下、「船舶所有者の

事業」が 1.1％、「鉱業」が 0.6％、「林業」が 0.4％、「漁業」が 0.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.0％

となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年4月末 29年4月末 28年4月末 29年4月末 28年4月末 29年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 38,128,982 38,082,084 100.0 0.1 △   2,355,919 2,546,483 100.0 8.1 6.2 6.7

林 業 192,023 157,584 0.4 17.9 △  23,740 25,968 1.0 9.4 12.4 16.5

漁 業 88,215 81,065 0.2 8.1 △   328 629 0.0 91.8 0.4 0.8

鉱 業 253,279 234,828 0.6 7.3 △   2,697 439 0.0 83.7 △  1.1 0.2

建 設 事 業 28,303,091 29,676,979 77.9 4.9 2,072,697 2,297,212 90.2 10.8 7.3 7.7

製 造 業 2,271,771 1,958,790 5.1 13.8 △  38,754 39,305 1.5 1.4 1.7 2.0

運 輸 業 2,550,505 1,978,036 5.2 22.4 △  44,327 38,346 1.5 13.5 △  1.7 1.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
1,518 571 0.0 62.4 △  1,401 4 0.0 99.7 △  92.3 0.7

そ の 他 の 事 業 4,063,952 3,581,507 9.4 11.9 △  158,691 141,635 5.6 10.7 △  3.9 4.0

船舶所有者の 事業 404,627 412,723 1.1 2.0 13,284 2,945 0.1 77.8 △  3.3 0.7

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


